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長野県下の環境をめぐる現状と問題

桜井善雄*

はじめに

長野県下の環境の現状や問題点について概説するよう

に，本研究会の代表者から依頼された。このような課題

については，常にそれに応えられるだけの蓄積と見解を

もっていなければならないのであるが，実状はf丑促たる

ものがある。しかし，この課題は，乙の研究組織にとっ

て，会員のそれぞれの専門分野における基礎的研究と対

をなす重要な課題として，乙れまでにも共同研究などを

通して，繰返し検討と解析，ならびにそれに基っく提言

等があって然るべき性質のものであったと考えられる。

以下，あえて不備をかえりみず試論を述べ，各位のご批

判をまって，明年度における充実を期したいと思う。

長野県下における環境の現状

環境の諸要素を区分することはむつかしいが，ここで

は常識的に，国の公害対策基本法で区分されている 6つ

の要素IC，それとは異質ではあるが，現在県下で問題に

なっているいくつかの分野を加えて，最近の状況を概観

する乙とにする。

以下lから6までの内容は長野県(1986，1987)の資

料に負うところが多い。

1 河川，湖沼，地下水

国が定めた環境基準の達成度についてみるならば，県

下の主要河川のBODについては，千曲川では上田市 F

流から犀川合流点までの流程と飯山市下流，天竜川では

諏訪湖釜口水門から辰野市の間，および木曽川の木曽福

島から上松の間，を除いて，おおむね基準を達成してい

る。しかし中小の河川では，田川，奈良井川，松川(飯

田市)，宮川，および環境基準が設定されていない都市

部の小河川の多くでは，依然としてかなり著しい有機汚

濁がみられる。このような汚濁の原因のかなりの部分は

生活雑排*1乙よるものであり.その対策が目下の重要課
題になっている。

湖沼のCODは，諏訪湖，大座法師池，木崎湖，野尻

湖，等で環境基準を超える傾向が著しい。諏訪湖のCO

D については，流域下水道の供用が開始されてから，低

下する傾向がみられるが，なお気候の変動による振幅の
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範囲内にあり，今後の変化を見守る必要がある。なおこ

の湖は，昭和62年度lζ 「湖沼法JIC基っく指定湖沼にな

り，さらに浄化対策が進められる乙とになった。

河川と湖沼IC関する上記以外の水質項目の中では，大

腸菌群数の基準超過が特lζ目をひく O 中でも河川は，ほ

とんど、全水域において基準値をかなり超過しているυ 現

行の測定法が，糞便性以外の大腸菌群まで計数してしま

うと乙ろに問題はあるにしても.注目すべき現象である O

pH については， 上流の旧いおう鉱山の影響を受けてい

る須坂市内の河川において，環境基準を外れる pH4台

の測定値がみられる。

河川.湖沼の水中における重金属.シアン，ひ素， P 

C B，等の人の健康にかかわる有害物質については.県

下の公共用水域の全測定地点において，環境基準値以下

である。しかし，一部の汚濁した都市河川の河床付着物

中からは.かなり高い濃度の水銀が検出された報告があ

り(渡辺， 1988)，問題を提起している。

長野県 Fの地下水の汚染については， トリク口口エチ

レン等の有機塩素系溶媒と硝酸態窒素による汚染が問題

である。これらはし、ずれも人の健康に直接影響を及ぼす

汚染物質である。前者については，昭和57年度から61年

度の県の調査の結果， 1，689本の井戸のうち， 10.4%に

当る175本から国の基準値を越える濃度が検出されてお

り，そのうに飲用の井戸では807本中108本が基準を越え

ていた。また硝酸態窒素ーによる汚染については，筆者ら

0975， 1976)の調査によれば，東信.中信地方の降水

量の少ない地域の農村部，特IC野菜栽培地帯の浅井戸で

著しく，飲料水の水質基準を超えるものが多かった。乙

の状況は，現在でもほとんど変っていない。

2.大気

長野県下の大気汚染lζ関する顕著な問題は.光化学オ

キシダントと，冬期から早春にかけてのスパイクタイヤ

による道路沿い地域の粉じんである。

光化学オキシダント濃度は， 4 -6月l乙特l乙松本，長

野.飯田の各市で高く，これらを含めた県下15の測定地

点のすべてにおいて，昼間の 1時間値の最高値が環境基

準を越えている O しかし光化学オキシダント注意報発令

基準 (0.12ppm)を越えた例はない O このような高濃

度のオキシダントの出現は，県外(特lζ関東地方)から



の気回の移動による場合の多いことがわかっている

(Kurita et al.， 1985)。

自動車のスパイクタイヤによる道路粉じんは，現在県

下で最も注目されている環境問題の一つである o 2月lζ

は全県下で約76%の自動車がスパイクタイヤを装着して

おり，粉じん量が多い 1-3月の自動車道路端における

測定結果によれば，粉じん量は全県平均で約30-35g/

d・30日，最高は 68 g/rrf・30日，に達している。

3.騒 音

騒音の問題は，他の環境問題lこ比べれば，局所的，短

期的性格が強いが，行政機関に寄せられる公害苦情件数

としては水質汚濁に次いで第2位にある。

問題の主なものは，工場騒音および飲食広等の営業lζ

伴う深夜の騒音である。一方，自動車騒音については.

県が昭和61年に13市63地点、の道路沿いで調査したところ，

環境基準を満足しているのは 2地点だけであった。スパ

イクタイヤ装着期には，道路沿いの騒音はさらに上昇し，

騒音規制法に基づく自動車騒音の限度を超える率が10月

の11.1% I乙比べて 2月には50%となっている。

4.地盤沈下

長野県下で地盤沈下が問題になるのは，諏訪市の上川

河口付近の地域に限られる。乙れは腐植層の圧密によっ

て起乙るもので，乙の数年間の年間最大沈下量は， 2.5

-6.7cm/年で=ある。

5悪臭

長野県下で行政機関l乙寄せられる悪臭の苦情は，数年

前から徐々に増加し，昭和61年度には243件となった。

このうち86件 (35.4%)は畜産農業によるものであり，

110件は (45.3%)が工場・サーヒス業によるものであっ

fこO

6 土壇

かつて (]973)中野市において，工場排水に起因する

大規模な農地のカドミウム汚染があったが，最近は特l乙

注目すべき土壌汚染は指摘されていない。しかし，農地

に有機質肥料として還元される雑排水汚泥，下水処理汚

泥.生ごみのコンポスト等には，高濃度の重金属等を含

有するものがあるので(渡辺ほか， 1987)，乙のような

資源の還元利用を進めるためにも，その実態や原因の究

明が望まれる。

土壌についてはこの他，降雨による侵食・流亡の問題

がある。この現象は特l乙高冷地の野菜栽培地帯において

著しく.近年における大型農業機械の導入lζ伴い，傾斜
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地にある農地でもこれをまとめて大面積化する傾向によっ

て促進されている。このような土壌侵食は，農地の肥沃

度を低下させ，客土その他の費用を増すばかりでなく，

河水やダム湖水の溺度を高めて漁業や浄水事業に損失を

与えている O

7. 自然環境

ここで自然環境というのは，その土地本来の自然度の

高い動物，植物の群集や自然景観を保有する地域の環境

全体を指す。長野県内には，広域的にも，また局所的に

も.このような地域が沢山存在するのが特色であり，乙

れらは単にその地域にとって価値があるだけでなく，全

国的な見地からも保護・保全を必要とするものが多い。

広域にわたるこのような地域は，国や県の自然公園等

に指定されており，一定の保護・管理の下におかれては

いるが，近年，観光道路，スーパー林道，スキーゲレン

デ，コルフ場.別荘地等の観光開発によって，かなりの

損傷を被った地域も少なくなL、。本誌に筆者 (]988)が

その一例を紹介したように，無思慮な行為による県下の

貴重な自然環境の破壊は，現在も散発している。飯山市

鍋倉山のブナ林伐採計画の動向にも，乙の分野の重要問

題のーっとして，留意してL、かなければならない。

後lζ述べるように， r四全総」という国家政策の潮流
の中で，長野県内でも各地で大小のいわゆる、リゾード

等の開発計画がうたわれている今日，乙の項と次の項lこ

述べる自然環境の保護・保全の問題は，今後県下の環境

問題の中で最も重要な位置を占めてゆくと思われる。

8.人里の自然環境

県下各地のど乙にでもあるような，里山，社寺林，中

小河川や小水路の水辺，地沼，公園，等は，前項の自然

環境のような価値はなくても，それらがもっ大小のいわ

ゆる公益的機能を通じて，その地域にとっては重要な役

割を果たしている。乙のような環境も，最近は，ゴルフ

場，住宅団地，工業団地などの造成.道路の新設，農村・

都市の地域整備事業，等によって著しく変貌しつつある O

乙のような開発・整備の事業をおこなう理由は，その

地域にとって必要と考えられるからではあろうが，望ま

しい地域環境保全の全体的かっ長期的観点からみれは、，

その計画や実行に慎重さを欠いていると思われる例も決

して少なくない。このまま推移すれば，県民の日常生活

の場所や低地の観光地のまわりには，多様な生態的構造

と生物の種を内包する自然環境の量が著しく減少し，、ま

やかしの自然グがそれにとって代わる事態にもなりかね

tH、。



9. ゴルフ場の問題

長野県下のコソレフ場は， 61年8月現在で既設のもの47，

開発中10(増設 2)，計画中11(増設1)となっている

(長野県の資料による)。また.大規模開発Ir.係る県の環

境影響評価制度が発足した昭和60年度以降においても，

申請のあったコソレフ場造成事業は21あり，乙のうち 6か

所が手続きを終えて着工している。乙れらの外にも，各

地で(例えば臼田町，茅野市など)で計画が進んでいる

と聞く O

ゴルフ場の造成ILは，前項lこ述べたような人里に近い

自然環境や農地がつぶされることが多い。 ζの場合，個々

の造成事業は.環境影響評価制度(長野県， 1984)に従っ

て検討され，その審査に合格した上で着工されるとして

も.ある地域lζ乙のような開発が高密度lζ集積した場合

Ir.，その地域の自然環境や社会環境Kいかなる影響を与

えるかについて検討する制度は，今のととろ全くない。

長野県の環境影響評価技術委員会の委員ILは，ほとん

ど信州大学の教官が任命されているが，上記の問題は委

員会の度lζ話題に上っており，実効ある制度の制定が繰

返し県当局Ir.要望されている。

自然度の高い地域を対象にした環境容量の概念を地域

管理の手法の中i己採り入れようとする試みは.すでIL長

野県 0976，1977)によって行われており，その検討に

参加した信州大学の教官有志によって，実地への応用も

試みられている(代表者;)11上， 1983)。

コ勺レフ場の造成その他の開発行為が一地域に不当に集

中する乙とによる悪影響を未然Ir.防ぐには，環境容量概

念Ir.基つ‘く具体的で実用的な規制手法の検討を.ひきつ

づいて強力に進めなければならない。それには，自然科

学.社会科学の広い分野の専門家による，学際的な協力

が必要である O

10.景観

自然環境の保全が優先する地域においても.また生活

環境の保全が優先する地域においても，その内容に差は

あれ，景観の保全はその地域の環境と文化の質そのもの

にかかわる重要な問題である。しかし長野県下では，乙

の点についての一般事業者・住民の意識や制度はかなり

遅れているといわねばならなL、。

長野県は昭和61年度に「沿道景観形成検討委員会」を

設けて.主要道路ぞいの景観について検討し，翌年i乙

「沿道景観形成指針J(長野県， 1987)を作成した。ま

た.国道を管理する建設省も，長野市内等の街路景観の

整備事業を進めている O また，一部の市町村においても，

地域景観の保全・修復の事業が進められている。これら

は長野県内の景観保全における大きな前進である。
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しかし，現実Ir.は，例えば筆者が県内の主要道である

国道18号線の上回 長野間34kmについて，道路の両側

にある面積が 1nf以上の看板の数を数えたと乙ろ，実l乙

3，500を超える状況であったし，また，北信のある山岳

観光地の入口に立てられていた大看板は，背後の山並み

の眺望を覆い隠している。各地の高原の観光地lとみられ

る建物も，周囲の自然景観を損ねるようなものが少なく

fよし、。

県下各地の人工的な景観をみると，特iζ広告について

は，いたずらに奇をてらい，少しでも余計に人の目を引

き付ければよいとする意匠が目立つ。一部の地域を除け

ば.その土地の風土や自然、景観にふさわしい人工景観を

創造しようとする意欲の全く乏しい乙とが痛感される O

長野県下の環境を考える場合，乙のような景観をめく

る問題にも，ゆるがせにできない検討課題である O

11 治山，ダム建設，河川工事

これらは~、ずれも，市町村等にとっては，時にその自

治体存在の根幹をもゆるがす重大問題である。しかもそ

の実施には，利害関係が相反する自治体を超えたポリシー

が必要となる。その場合.住民のために基本的lζ必要な

のは.その事業をめぐる政治の力学ではなく，事業その

ものと，その事業が関係地域Ir.及ぼす効果・影響につい

ての客観的な自然科学的.社会科学的評価，およびその

周知である。

このような問題のーっとして，千曲川の下流地域の水

害防止と上流ダム建設の問題が，われわれにも一つの思

考を迫っている O

12. テクノハイランド，リゾー卜開発，冬季オリンピッ

ク招致のための事業

長野県下では，現在，上記のような、大型'開発ILか

けるパラ色の夢と，未知の時代への不安と，そして乙の

ような開発指向への批判が自に見えない所で葛藤してい

る。正直のと乙ろ，われわれは今，上のような大型開発を，

足がかりにして，本当に風格ある地域づくりに成功し.住

民に豊かで安らぎのある生活をもたらせるか，あるいは

統ーのない似非文明や地域に対する責任を考えない事業

体が横行し.利益は中央IL吹い上げられて，荒れ果てた郷

土を後世に残すととになるか，その分岐点に立っている。

乙の状況をどう考えるかは，個人の自由である。しか

し.まだその端緒にあるとはいえ，乙れら大型フ。ロジェ

クトがもたらすかも知れない未来の夢は楽しく語られて

いるが，それが地域環境に与える影響を考える視点は，

その発想、のなかにまじめに組み込まれていない乙とだけ

は確かなようである O



問題の基盤

好むと好まさるとにかかわらず，これから十数年の問，

わが国の社会は.昨年6月下旬に閣議決定された「四全

総J(第四次全国総合開発計画)の枠組みの中で動いて

いくことであろう O 四全総は，県下でみる限りにおいて

も，いわゆるリゾー卜法(総合保養地整備法， 62. 6 . 

9 )の施行や，前期のような大型プロジェクトの形です

でに動き出しており.長野県下でこれらの動きは，さら

に中央道長野線，関越道上越線，および北陸新幹線等の

部分開通，あるいは着工見通し等によって増幅されてい

るO 県全体をはじめ各地の市町村も，前記のような大型

プロジェク卜をにらんだ衛星的な事業を，地域活性化を

旗印にして次つぎと打ち出している O 例えば真田町

(1988)が， r菅平高原iL全国唯一のスイス式登山電車を
走らせて内外の観光客を集め，その収入によって環境を

整備し，農業を振興し，町の活性化をはかる。Jという

ように。また昨年の8月下旬，信濃毎日新聞社が県下の

121市町村にリゾート開発計画についてアンケー卜調査

したと乙ろ，現在リゾート造成中の面積は， 30か所，

2，727ha，計画・構想段階の面積は23，948haで，両者

の合計は26，675ha IC達するという(信濃毎日新聞，

1987. 8 . 27，朝刊)。この面積は，市町村がこれまで

に開発した面積として上げた28，446ha iL匹敵する。

以上のような，かつてわれわれが経験した乙とのない

目まぐるしい情勢の中で.各地から次づぎと聞乙えてく

る開発計画を耳lとする時，環境の科学を学ぶ学徒の一人

として，筆者は以下のようなことが心配でならない。

])果たして，その地域の特性が，全国的視野といわない

までも，全県的視野からでも十分に検討・吟味され，

理解されているだろうか。

2)住民が本当にその計画を望んでいるのだろうか。その

計画の策定IC，実質的に住民が参加し，地域的な同意

が成立しているだろうか。

3)過疎が問題になるような地域においては，現状からの

脱出が強く希求されるのはよく理解できるが，その手

段としてのいわゆる地域活性化の事業は，その規模が

大きくなればなるほど，いたいけな地域の願望は，地

域エコAをてこにした政治力学のエネルギー源lと転化さ

れ.それがまた過疎に追い討ちをかけるような社会現

象を再生産してしぺ現実が，果たして理解されている

のた、ろうか。

4)地域の特性が十分に分析され，理解されていないため

iL，その地域特有と考えられていた事業が.もしど乙

でも真似できるものであるならば，事業は地域間で競

合し，共倒れになるか，あるいは必至IC抜け駆けた地

域だけが生き残って，他の地域は失われた郷土の環境

と無駄になった施設をかかえ，負債に泣くことになり

はしないfこ、ろうか。

5)回全総を軸とする全国的な地域開発指向が，米作減反，

農産物輸入自由化，食糧の70%海外依存，林業の破綻，

といった，人間の生存基盤である一次産業の崩壊を促

進するようなわが国の国家政策の中で進められている

ことを，人々は，とくに自治体の指導者はどのように

感じているのだろうか。この動きの中には，国土と人

の心を荒廃lζ導きかねない動機が含まれているのだが。

6)それでも四全総は押し進められるだろう O それならば

それにまつわる地域開発に，真l亡、信州'という地域

環境の特性を踏まえ，それを生かし，結果として県民

の生活と文化の向上が確かに約束されるような選択を

もたらすために，われわれには一体何ができるだろう

か。

かつてなかった円高.貿易摩擦，という異常な国際情

勢の中で推進される四全総の時代にあって，環境問題を

考えるとき，われわれ研究者は自己の専門分野について

責任ある調査・研究を進めなければならないことは当然

であるが，絶えず，全体についての冴えた見識を養う努

力を惜しまず，さらに一方では，実効ある学際的な協力

関係を築き上げてゆく乙との重要性を，改めて痛感する

のである O

信州の社会をこれから大きくゆさぶって行くであろう

回全総の時代の地域環境問題の基盤を考えるために，矢野

(I987)の論文は，われわれ自然科学の徒IC，実際的な

観点を与えてくれる。
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